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Abstract:

'Thepurposeofthispaperis,basedontheresultofmyfieldsurveycarriedoutin

1999andJ2000,toexaminethekeyfactorsinorganizationalstructure,andhuman

resourcesmanagementsystemofUSandEuropeanmultinationals,alongwith

thoseoflocalcompanies,inSingqporeandThailand･

Whiletherecenttendencyofshifttoproduct-orientedorganizationalstmcturein

USandEuropeanmultinati.OnalsissimilartothatofJapanesecorporations,一the

humanresourcesmanagementsystemofUSyandEuropeanmultinationalsisquite

differentfromJapanesesystem.Fastpromotionanddiversecareerpathsthrough

screeningOfHigh PotentialEmployeesinearlystage,sele-ctivetraining/rotation

andglobaljobgradesystemarethekeyfactorsinthehumanresourcesmana一

gementsystemofUSandlEuropeanmultinationals,whichattractlocal6血ployees

morethanJapaneseseniority-basedpromotionsystem.
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第 1章 調査研究の目的と方法

1 調査研究の目的

1996年に東南アジアに進出している日本企第11社の本社および子会社 ･孫会社24社を訪問

調査し ｢東南アジア日系製造業の経営課題｣についての研究を行なったが,調査の結果明ら

かになったことの中に,90年代に入ってグローバル製品別事業部制採用など日本企業の経営
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組織に欧米多国籍企業を追う形での変化が生じていること,昇進スピードの差など人事シス

テム上の問題から現地採用のホワイトカラー社員に欧米多国籍企業を志向する傾向がみられ

ることがあった1)｡本調査研究はこの軍査結果を受け,同地域に進出している欧米多国籍企

業や地元有力企業におけ畠組織･人事システムのキー ･ファクターを調査することによって

日本企業との比較や経営システム改善に資するため,社団法人 日本経営協会の ｢経営科学

研究奨励金｣を受けて企画されたものである｡

｢東南アジア日系製造業の経営課題｣調査結果としては,上記の点以外にも地域統括会社

の機能が傘下の海外子会社に対する支援業務 ･コーディネーション機能中心となっているこ

と,海外子会社を製品事業部別に親事業部と結ぶ連結ベース業績評価システムを導入する

ケースが増えていることなどがあるが2),前者の問題については1997-98年度に日本企業の

欧州地域統括会社 ･米国地域統括会社の訪問調査を行なったほか,グローバル組織構造に関

するストップフォード (JohnM.Stopford)の所論と地域統括会社の位置付けに関する理論

的検討を行なった3)｡また,後者の問題については,1999-2000年度に文部科学省科学研究

費補助金を得て,月本企業における連結業績評価システムに関する実態調査研究を実施して

いる4)0

本調査研究は,本来｢東南アジア日系製造業の経営課題｣の直接的な継続課題として1997-

98年度にも現地訪問 ･実態調査を行なう予定であったが,1997年 7月の通貨危機に端を発し

たアジア経済危機の影響もあって実施を遅らせた｡企業の存続が危ぶまれるような経済状況

下においては調査受け入れ企業を探すこと自体が難しいだけでなく,組織 ･人事システムと

いった課題の調査は企業経営がある程度安定的に推移しているときでなければ本来の成果を

上げ難いのではないかと考えたからである｡実際,アジア経済危機は深刻なものであったが,

幸いASEAN経済は1999年以降プラス成長に転じており,経済危機の直接の影響は沈静化

していると判断して1999-2000年に現地調査を実施した｡なお,地元有力企業にういては調

査対象会社が2社に止まったため,東南アジア進出欧米多国籍企業における組織 ･人事シス

テムのキ｣ ･ファクター調査を本研究の主たる目的とし,地元企業については欧米多国籍企

業との対比のための補足調査と位置付けることとした｡

筆者は1989-90年に欧米多国籍企業の本社 ･ブラジル子会社の訪問調査を行ない,ハイポ

テンシャル ･エソプロイー (HighPotentialEmployee,優秀な社員)5)の早期発見 サクセ

ッション ･プラン (SuccessionPlan,後継者計画)6),｢有能なら国籍を問わない｣姿勢など

を欧米多国籍企業における人事システムのキー ･ファクターとして確認している7)｡その意

味では,これらのキー ･ファクターが欧米多国籍企業の東南アジア子会社においても同様に

確認できるのか,あるいは前回調査時に確認されたキー ･ファクターに90年代に変化が生じ

ているかどうかについて調査することが本調査研究の目的であるとも言える｡
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2 調査の方法

東南アジアに進出している欧米多国籍企業や地元有力企業の組織･人事システムのキー ･

ファクターを調査するため,二回の現地訪問調査を実施した｡第 1次調査は1999年 3月のシ

ンガポール現地調査,第2次調査は2000年 7-8月のタイ現地調査である｡

調査対象企業はシンガポール ･タイに進出している欧米多国籍企業各社および両国の地元

有力企業である｡欧米多国籍企業を調査対象とするのは同地域に進出している日本企業との

相違 ･比較を意識したためであり,地元有力企業を調査対象に加えたのは地元の有力企業の

組織 ･人事システムに欧米多国籍企業や日本企業と異なる独自性が強く存在するかどうかを

検証するためである｡

具体的な訪問先はAlliedSignal,Johnson&Johnson,ABBなどの欧米多国籍企業の海外子

会社 7社,Siam Cementなど地元有力企業2社,計9社であるが,関連調査先として対日

留学生協会 (シンガポール)ほかの機関を加えた｡対日留学生協会を加えたのは,日本の大

学 ･大学院への留学経験者は日本語に対するハンディがないため就職先として欧米多国籍企

業の海外子会社,日本企業の海外子会社,地元企業という幅広い選択肢を有しており,現地

採用のホワイトカラーの志向について有効なヒアリングが可能と考えたからである｡

調査の方法は基本的にインタビュー方式によるヒアリング調査で,その対象者は欧米多国

籍企業の子会社では本社からの派遣社員-1名,三国間派遣社員-3名,現地人社員-4名

の計8名,地元企業では現地人役員-1名,現地人社員-4名の計5名,合計13名である｡

また,対日留学生協会メンバーなどの関連調査の対象者は12名である｡

調査項目は,経営組織については製品別組織の採否などフォーマルな組織構造の問題を中

心とし,人事システムについてはホワイトカラーの人事評価,給与,人材育成の仕組みなど

とした｡

3 調査対象企業

調査対象企業9社の業種別構成は,欧米多国籍企業の海外子会社は鉱業 1社,化学 2社,

機械 1社,電機 1社,輸送用機器 1社,金融 1社,地元有力企業は窯業 1社と輸送用機器 1

社となっている｡調査対象企業名 ･機関名は次の通りである｡

①欧米多国籍企業の海外子会社

･AlliedSignal(シンガポール)

･NationalSemiconductor(シンガポール)

･Citibank(シンガポール)

･Johnson&Johnson(シンガポール)

･ABB (シンガポール)

･Procter&Gamble(タイ)
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･Shell(タイ)

②地元有力企業

･JurongShipyard(シンガポール)

･SiamCement(タイ)

③対 日留学生協会ほか

･JapaneseUniversityGraduatesAssociationofSingapore(シンガポール)

･JETROなど

また,ヒアリング調査の対象者の内訳は,以下の通 りである｡

①欧米多国籍企業の海外子会社

本社からの派遣社員 ;1名

三国間派遣社員 ;3名

現地人社員 ;4名 計 8名

②地元有力企業

現地人役員 ;1名

現地人社員 ;4名 計 5名

③対 日留学生協会 ;4名

その他 ;8名 計12名

合計25名

第 2章 欧米多国籍企業 ･地元企業の調査事例

最初に調査対象企業の中から親会社の所在地 (欧州/米国の別),進出先国,ヒアリング

対象者のステイタス (本社からの派遣社員/三国間派遣社員[ThirdCouhtryNationals:

TCNs]/現地人社員[LocalNationals:LNs]の別)などから典型的な事例を選択 して,東南

アジアに進出している欧米多国籍企業や地元有力企業の組織･人事システムについてその具

体像を検証 しておきたい｡

典型的な事例 として選択 した 5社について上記の3つの属性で表わせば,ABB-欧州企

業 ･シンガポール ･本社からの派遣社員,Johnson&Johnson-米国企業 ･シンガポール ･

TCNs,Procter& Gamble-米国企業 ･タイ ･TCNs(日本人),AlliedSignal-米国企業 ･

シンガポール ･LNs(日本留学生),SiamCement-地元企業 ･タイ ･LNsである｡

1 ABB (シンガポール)

ABBAseaBrownBoveriLtd.(以下,ABBと言う)は1988年にスウェーデンに本社を置
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くAsea社とスイスに本社を置 くBrownBoveri社が合併して誕生した欧州多国籍企業であ

り,チューリッヒの本社の傘下で59カ国に1000社のグループ企業を展開している｡ABBは

組織構造の面で合併と同時に製品別 ･地域別のマトリックス組織を採用したことでも知られ

ている8)0

しかし,ABBは1998年 9月には従来の製品別 ･地域別マ トリックス組織を改め,よりグ

ローバルな組織として多角化された製品別事業を主軸とする組織構造を採用している9)｡製

品別事業部門 ("BusinessSegment")は-1998年 9月時点で発電機器,送電,配電,オー ト

メ｢ション機器,石油 ･ガス,･石油化学,産業機器 ･建設システム,金融サービスの7部門

である｡

アジア太平洋の地域統括会社は香港に置かれて各国子会社をサポー トし,地域のグループ

社員の中でのハイポテンシャル ･エソプロイーの発見や情報システムの構築などに成果を上

げたが,･上記の組織改正に伴い廃止され 国際人事部門だけが残っている｡

ABB (シンガポール)はシンガポールに置かれた国別子会社であるが,形式上は持ち株

会社となっており,傘下に100%出資の5事業子会社を設ける形を採らている｡事業会社の

上に持ち株会社を設けるか否かは各国の実情により異なる｡いずれにせよ,各国にはカン ト

リー ･マネージャー (̀̀countryManager'')を置いて企業グループを代表する役割を与えて

おり10),シンガポールの場合は持ち株会社の社長がカントリー ･マネ∵ジャーである｡･

ヒアリング対象者である ABB (シンガポール)の社長は本社からの派遣社員であるが,

経営の現地化を推進してきたこともあり,傘下の5事業子会社の社長は全て現地人社員であ

り,本社からの派遣社員はより低い経営階層における技術者,専門家が多い｡

人材の育成については,ハイポテンシャル ･エソプロイーの1Jス トである "High Poten-

tialsList''を作成して子会社社員の中から優秀な社員の発見に努めており,ハイポテンシャ

ル ･エソプロイーと認定された者にはオーストラリアの大学などでトレーニングの機会を与

えるなどの施策を実施しているムlまた,ABB (シンガポール)･の場合には5事業子会社の

役員クラスとその次の階層まで,後任者 ･後継者を検討するサクセッション ･プランを作成

しており,不意の人事異動や退職などに備えるほか,ローテーションや人材育成の参考とし

ている｡

個々の社員に対しては毎期,目標を設定し,ManagementbyObjectives(目標管理制度,

MBO)の仕組みを通してボーナスに結び付けている｡

2 Johnson&Johnson(シンガポール)

世界的な医療 ･家庭用品メーカーであるJohnson&Johnsonlnc.(以下,J&Jと言う)は

ニュ~ジャージーに本社を置き世界52カ国に事業展開する米国多国籍企業であり,消費者に

対する製品 ･サービス責任を企業の社会的責任の第一として掲げる"OurCredo(我が信条)"

などで知られている11)0
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J&Jの組織は持ち株会社としてのJ&JInc.の下に188の事業子会社を設ける分社方式であ

るが,これら事業子会社は製品事業別に3つの "Sector"に括られている｡3つのセクター

は消費者向け製品,医薬品,医家向け製品となっているが,更にセクターの下で製品事業別

に複数の "CompanyGroup"に分けられている｡例えば,ヒアリング対象者が属するのは

医家向け製品セクターに属するカンパニー ･グループのひとつであるが,このグループは

"J&JExploratoryProducts''と "Asia-PacificMedical''から構成されている｡同じメディ

カル製品事業であっても `̀Latin-AmericaMedical''など他地域の事業は別のカンパニー ･

グループに属しており,J&Jの組織構造は製品別を第-に,その次の階層においては製品別

もしくは製品別と地域別の混合型であると考えられる｡本社には人事部や法務部と並んで国

際部が設けられているが,これはスタッフ機能を果たすものである｡

`̀Asia-PacificMedical"は日本,アジア太平洋,オーストラリアの3地域に分けられ

それぞれに責任者が置かれている｡ヒアリング対象者はこのひとつであるアジア太平洋の責

任者で,日本とオーストラリアを除くアジア太平洋各国のメディカル事業を総括しており,

米国本社にいるカンパニー ･グループ長に直接報告する立場にある｡MBAを取得しJ&Jに

採用されたインド人であるが,現在はシンガポールに置かれた地域統括会社J&J(アジア太

平洋)に所属する三国間派遣社員である｡

J&J(アジア太平洋)は地域統括会社であるが,消費者向け製品,医薬品,医家向け製品

のセクター別に設けられた3つの地域事業統括部門から構成されており,それぞれ製品事業

別のラインへの報告のはか,本社国際部へも報告を行なう｡各国に設けられている子会社は

J&Jとして設けた国別子会社の中に異なるセクターの事業をすべて含めるマレーシアのよう

なケースと,一国内に複数の製品事業別子会社を設立する日本のようなケースがある｡

J&Jの人事システムには4つの柱がある｡第 1は人事評価制度であり,設定された目標の

達成度に基づくMBO,"ProcessS女ills"を見る能力 ･適性考課などで構成される｡第2は

ハイポテンシャル ･エソプロイー発見の仕組みであり,`̀High PotentialsList"を作成し,

ハイポテンシャル ･エソプロイーと認定された者にはウォートン校などでのトレーニング機

会が与えられる｡

第3にハイポテンシャル ･エソプロイーに対するメンター ･プログラムがある｡一人のメ

ンターが地域内に勤務する4-5人のハイポテンシャル ･エソプロイー社員を担当して,袷

与や地位に係わる問題を除きさまざまな形で人材育成の観点から助言を行なうものである｡

具体的な帳票を伴う明示的な制度であるため,自分がハイポテンシャル ･エソプロイーとし

て認定されていることが本人にわかり,"recognized"(認められた)という自覚が生まれる

効果もある｡第4はサクセッション ･プランの作成である｡子会社の役員クラス以上のポジ

ションについて年一回,｢今直ちに｣の後任者や ｢将来｣の後継者を確認し,不意の人事異

動や退職などに備えるものである｡

三国間派遣社員への登用は,米国に留学して MBA を取得した者を採用し,出身地国の
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J&J子会社に配属するのが基本的なルートである｡出身地国子会社で頭角を現わしハイポテ

ンシャル ･エソプロイーとして認められれば上述のトレーニング機会が与えられるほか,1

-2年の米国勤務の機会が与えられる｡こうした人材の中からニーズに合わせて第三国での

勤務のチャンスが生じる訳である｡

3 Procter&Gamble(タイ)

Procter&Gamble(タイ)は世界70カ国以上に●事業展開する米国多国籍企業TheProcter

&GambleCompany(以下,P&Gと言う)のタイ子会社である｡

P&G は従来,組織構造の面では地域軸を主軸とする地域別事業部組織 (̀̀geographic

regionstructure")を採用してきたが,1999年7月にはこれを改め製品別事業部組織を採用

している12)｡製品別事業部門 ("GlobalBusinessUnites":GBU)は洗剤 ･住居用品,女性

向け製品,医薬品,食料品,美容品,ティッシュ･タオル,乳児向け製品の7部門であり,

各製品別事業のR&D,マーケテイング,生産,品質について責任を負う｡

P&G (タイ)はタイに置かれた国別子会社として7つのGBUのうち女性向け製品∴食料

品,美容品,乳児向け製品の4事業部門を抱えているが,主力は美容品の中のヘアケア事業

であり,東南アジア ･オセアニアなどへの輸出も行なう事業拠点である｡国別子会社として

の P&G (タイ)の社長は販売,人事,財務について責任を負うカントリー ･マネージャー

であるが利益責任はなく,製品別事業に関する業績責任は4事業部門の長がそれぞれの

GBUに対して直接に負っている｡

従来,アジアの地域統括会社は日本に置かれていたが,1999年7月の組織改編以降は A-

SEAN･AustraliaiIndia(AAI)の地域統括会社はシンガポールに置かれている･｡その役

割はそれぞれの GBU ごとに各国子会社傘下の製品別事業を統括することである｡例えば

P&G (タイ)のヘアケア事業であれば,<P&G (タイ)ヘアケア事業責任者-AAIヘアケ

ア事業責任者-GBUヘアケア事業責任者>という報告ルートとなる｡

ヒアリング対象者であるP&G (タイ)の FinanceManagerは日本子会社からの三国間派

遣社員 (TCNs)であるが,世界共通の職務グレードである1-Y7の `̀Band"のうち Band

4に位置付けられている｡Band3以上が管理職 (Band7が最高位)であるが,Band3以下

の人事は各国子会社レベルで決定することができる｡Band5に属する社員はアジアで7-

8人,Band6はアジアで2人程度である｡

給与制度は職務給 (payforjob)であり◆,7つの Bandに削減 ･集約されているという意

味ではブロード･バンディング方式 (broadban°ingsystem)13)である｡なお,従来日本企

業と同様の職能給制度を採用していた P&Gの日本子会社も3年程度をかけて各国子会社間

と同じグローバル方式へと転換している｡

ヒアリング対象者である P&G(タイ)の FinanceManagerのキャリア形成についてみる

と,日本の大学 (工学部)を卒業した日本人エンジニアとして新卒で日本子会社に採用され
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入社3年目に3ヶ月の英語研修を受けた後,シンシナティの P&G本社の国際事業部門へ1

年 2ヶ月派遣されるという逆出向のチャンスを与えられている｡日本勤務に従事した後,フ

ィリピンにアジアの経理業務を集約する短期の任務に就き,そこから入社10年目でタイへ三

国間派遣されており,調査時点では大学卒業後-入社後11年目である｡

4 AHedSignal(シンガポール)

AlliedSignalInc.ほ1985年に Allied社とSignal社の2つの米国企業が合併して誕生した

多国籍企業であり,その製品事業分野は化学品,自動車部品,航空エンジンなど多岐に渡る｡

石油関連製品から先端技術製品へのシフトを事業部門の積極的な M&A によって進めてい

るほか,1ゝ991年にCEOに就任したLawrenceA.Bossidyが米国で "CEOoftheYear"に2

回選ばれたことなどで知られている14)0

AlliedSignalは従来,製品,地域,機能の3つの軸からなる三次元マトリックス型の組織

運営を行なってきたが,近年は製品軸中心に変わりつつある｡製品軸は航空宇宙システム,

化学品,電子材料,航空機用エンジン,ターボチャージャー,自動車部品など12の製品事業

分野別 SBU である｡地域軸としては欧州 ･インド･中東部が廃止され,国際部 ･メキシコ

部とアジア太平洋部が残っている｡機能軸には人事 ･情報システム部,シックスシグマ ･生

産性改善部などがある｡

シンガポールには12の SBU のうち5つが進出しているが,航空関係の3SBU はまとま

ってAlliedSignal(シンガポール)に,化学品SBU と電子材料 SBUはそれぞれ別個の子会

社になっており,合わせて5SBU3子会社が置かれている｡

AlliedSignalとしての InternationalOffice(地域統括会社)は香港にあるが,中国事業に

対するサポート磯能を中心とするもので地域事業に関する統括機能は有していない｡各製品

別事業の責任者はそれぞれの SBU に対して直接に報告するのが基本であり,併せて関連情

報を国際部や本社の機能別部門に報告している｡

ヒアリング対象者はシソガポ｢ル政府奨学生として日本に留学し,機械工学を専攻してい

る′｡シンガポール大で MBAを取得しており,｢工学部卒で MBA取得者｣という典型的な

ビジネス ･エリートでもある｡政府奨学生として8年間の政府機関勤務義務を果たした後,

米国系コンサルティング企業で2年間リエンジニアリングを担当し,36歳のときに Allied-

signal(シンガポール)に転職して航空エンジン修理点検事業の部長に就任した02年後に

は本社部門であるシックスシグマ ･生産性改善部のアジア太平洋担当部長に抜擢されてい

る｡

AlliedSignalの給与制度はpayforjobシステム,即ち職務給であるが,職務グレードは大

きく括られており,その意味ではブロード･バンディング方式となっている.人事制度は世

界共通であり,職務グレード ("Band'')は6段階で,最高位の Band6は上級副社長クラス

である.Band5の上級部長クラス以上にはストックオプションなどのパフォーマンス ･ボー
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ナスがある｡

ハイポテンシャル ･エソプロイーのリストアップは年､2回行なっており,Band4の部長

クラス以上については,本社の SBU に報告している｡また,J本社で行なわれる･"Leader-

shipTraining''などのトレーニングへの参加機会が与えられ ヒアリング対象者も1998年に

参加している｡

サクセッション ･プランの作成は毎年,経営計画 て̀BtlSinessReview"編成の一環と.して

行なわれ 教育訓練や人材育成,人事異動に繋げられる｡例えば,アジア太平洋地域の国際

人事会議 (各 SBU および本社部門のアジア代表者で構成,ヒアリング対象者もメンバー)

で,中国に駐在していた本社からの派遣社員の後任者を決める際に ｢シンガポールの現地人

社員を三国間派遣社員として中国に派遣する｣ことを決めたケースなどがある｡

5 SiamCement(タイ)

SiamCementPublicCompanyLimited(以下,SiamCementと言う)はタイ最大の民間

企業で,セメントのはか紙 ･パルプ,石油化学,タイヤなどの分野で多角化された事業経営

を行なっている｡アジア経済危機の影響を受けて1997年に大幅な赤字決算を余儀なくされた

が,翌年には黒字転換して更に鉄鋼,自動車,電機などの非中核事業や海外事業を中心に事

業のリストラクチャリングを進めている15)0

このリストラクチャリングに伴い,Siam Cementの組織は1999年1月から上場企業である

持ち株会社 Siam CementPublict:ompanyLimitedの下に9つの製品事業別持ち株子会社

("IntermediateHoldingCompany")を設ける形に改編された｡ 9製品事業別持ち株子会

社はセメント,石油化学,_製紙,セラミックスなどの製品事業 (BusinessUnit)別に設け

られており,これら製品事業別持ち株子会社の下に事業を遂行する複数の事業孫会社が設け

られている｡

SiamCementの役員会における社内取締役は社長1名のみであり,事業経営上の意思決定

は役員会の下に置かれた `̀ManagementTeam"が担当しているが,そのメンバー11名の構

成は社長,副社長専任者 2名およびこれらで9製品事業別持ち株子会社の社長である｡

"ManagementTeam"に直属するコーポレート･スタッフ部門としては財務部,経理部,

事業開発部,企画部,イソベスター ･リレーション部がある｡ヒアリング対象者はこの財務

部の責任者を務める現地人社員 (LNs)である｡

Siam Cementの給与制度は職務給 (payforjob)であるが,昇進は seniorityとperfor-

manceの二つの要素で決定される.採用は各 BU の人事部が担当し,新卒をニーズに合わ

せて BU 各部に配属するが,人事考課については各部が最終責任を持つライン方式であり,

人事部は調整を行なわない｡昇進のスピードはさまざまであり,同期入社であっても大きな

差が生じる｡

Siam Cementには奨学金制度や教育休職制度 (educationalleave)があり,海外留学や
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MBA取得は広く認められており,ヒアリング対象者も英国の大学で経済学修士号を取得し

ている｡復職時に資格取得による昇進 ･昇格はなされないが,その期間に在職していたのと

同様の昇給がなされる｡MBA取得のためなどのこうした留学の申請に枠がある訳ではなく,

ほぼ全てが認められる｡

第3章 東南アジア進出欧米多国籍企業の組織構造と人事システム

以上みてきた典型的事例にその他の対象企業の調査結果を加え,東南アジア進出欧米多国

籍企業の組織構造,人事システムの特徴についてまとめれば次の通りである｡

t 組織構造

第一に欧米多国籍企業の組織構造について,複数の製品別事業を営む多角化企業で,従来

の地域にプライオリティを置く組織構造を改め,製品別事業にプライオリティを置く組織構

造を採用するケースが4社あったことが挙げられる｡

第 2章で取り上げた事例では J&Jが従来から製品別組織構造を採っているが,ABBは

1･998年にマトリックス組織から製品事業別組織へ改編を行なっており,P&G は1999年に地

域別事業部を改め製品別事業部組織を採用している｡また,AlliedSignalにおいても製品,

地域,機能の三次元マトリックス型から製品軸中心への変化がみられる｡

第 2章で取り上げた事例以外では,Shellが製品別組織の方がグローバル化に対応し易い

ことなどを理由に,1999年8月に従来の地域別 ･製品別組織を製品別 ･地域別組織に改編し

ている｡また,NationalSemiconductorの組織構造は製品別 ･機能別の混合型であり,Citi-

bankでは顧客別 ･地域別のマトリックス型を基本に商品サービス別管理を加えた組織運営

が行なわれている｡

このように,製品軸中心の組織構造へ転換を計ったケースが ABB,P&G,AlliedSignal,

shellの4社,従来から製品別もしくは製品別を中心とした混合型組織構造を採っているケー

スがJ&J,NationalSemiconductorの2社,顧客別 ･地域別のマトリックス型がCitibank1

社となっており,フォーマルな組織構造における製品軸重視の傾向がみてとれる｡

調査企業数が限られているためこの結果から直ちに結論づけることはできないが,少なく

とも海外市場における製品多角化度の高い企業において,グローバル市場を地域別に分割す

るより製品別事業単位に分割することにプライオリティを置き,製品別事業ごとにそれぞれ

のグローバル市場への最適対応を求める傾向が強く存在することが確認できよう｡

地元企業については,Siam Cementが製品事業別持ち株子会社を設ける組織構造を採用

していることが注目されるが,事業の統括軸としては製品別事業にプライオリティを置いた

組織構造であると考えられる｡また,JurongShipyardは造船業中心で製品多角化度が低く･

組織構造は職能別である｡
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第二に欧米多国籍企業の組織構造について,東南アジアにおける地域のマネジメントにお

いて,製品別事業部門に地域事業を統括する責任が与えられるのに伴い,地域統括会社が縮

小もしくは事実上分割されて製品事業別の地域事業統括機能が強化されていることが挙げら

れる｡

ABBではアジア地域統括会社が廃止されて国際人事部門だけが残り,AlliedSignalの地

域統括会社は地域事業に関する統括機能は有していない｡これらのケースにおいてほ,地域

統括会社は廃止されるか,あるいは地域における製品別事業に関する統括機能を付与されて

いない｡

P&Gの地域統括会社の機能は BU ごとに各国子会社傘下の製品別事業を統括することに

あり,J&Jの地域統括会社はセクター別の3地域事業統括部門から構成されている｡これら

はまさにグローバル製品別事業部制が採用される場合に ｢地域のマネジメントへの対応にお

いても製品別事業戦略を優先させ,--･<親事業部一地域事業統括会社一海外子会社>のラ

インを主軸とする｣16)ものであり,地域統括会社は事実上,製品事業部門別に設けられた地

域事業統括会社の連合体に近いと考えられる｡

このように地域統括会社の統括磯能を縮小もしくは分割して地域における製品事業別の統

括機能強化を進めていく傾向は,INSEAD グループによる欧米多国籍企業調査の結果や

LehrerandAsakawa(1999)の米国企業調査結果とも合致するものであり17),欧米多国籍

企業の地域のマネジメントに係わる組織設計の思想が東南アジア (あるいはアジア)におい

て具体化したものと考えることができよう｡

2 人事システム

給与制度については第-に,欧米多国籍企業は payforjobシステム (職務給)を採用し

ているが,海外事業経営の視点から注目すべき点として親会社と海外子会社における職務が

グローバルな企業グループ内で共通の職務グレードの中に位置付けられていることが挙げら

れる｡各人が果たす職務の位置付けがグロ-パルな体系として明示的に示される結果,海外

子会社採用の現地人社員であっても企業グループ内における自らの役割や位置付けが明確に

認識でき,各人のキャリア ･プランも具体的にイメージし易いというメリットがある｡

なお･JurongShipyardが元の親会社である日本企業の職能等級制の修年型を採用してい

るものの,株式交換によって子会社化した地元企業は職務給制度を採っており,Siam Ce_

mentの事例も含めて地元有力企業も給与制度として職務給制度を採用しているケースが少

なくないものと考えられる｡

第二に,P&G,AlliedSignalなど欧米多国籍企業の職務給制度において,経営階層の削減,

簡素化を図るために職務の括りを大きくし,職務グレード数を削減するブロード･バンディ

ング方式採用の傾向が確認できる｡欧米企業の職務給制度におけるブロード･バンディング

方式採用の傾向は近年広く指摘されているところであり,海外子会社の給与制度を含め,細
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分化された多階層の職務グレードを伴う伝統的な職務給ではなく,ブロード.バンディング

方式が採用されている｡筆者の1989-90年欧米多国籍企業調査の際にはこの傾向は聴取され

ておらず,1990年代を通して広く欧米企業で採用されるに至ったものと考えられる｡こうし

た職務階層の多さに伴う人事面での硬直性を改善する職務給制度の改革は経営階層の削減

(delayering)などの動きと相侯って広く進行したものと考えられよう｡

昇進と人材育成については,優秀な社員をできるだけ早期に発見し,選別された人材に本

社研修などの集中的な教育訓練と三国間派遣などのローテーションの機会を与えて能力を引

き出し,更なるスクリーニングを行なうというのが欧米多国籍企業に共通にみられる仕組み

として挙げられる｡注目すべきことは,ハイポテンシャル ･エソプロイーにリストされてい

ることは本人に示される訳ではないものの,そうした特別のトレーニングや異動の機会を通

じてハイポテンシャル ･エソプロイーと認定されていることが本人にわかり,｢認められた｣

自覚と企業への忠誠心が生まれることである｡海外子会社を含めたグローバルなグループ企

業内でのハイポテンシャル ･エソプロイーの発掘と育成は欧米多国籍企業の人事システムに

おけるキー ･ファクターのひとつであることが再確認できよう｡

地元企業では SiamCementに欧米での MBA取得を積極的に認める教育休職制度がある

が,人材の選別は必ずしも意図されておらず,また昇進においては performanceに加えて

seniorityも考慮するとしている｡

主要な職位について直ちに生じる欠員の後任候補や将来の後継候補をリストアップし,人

材ストソクの棚卸を行なうサクセッション ･プランも欧米多国籍企業に共通にみられる仕組

みとして挙げられる｡海外子会社についても幹部クラス以上のポジションについて,不意の

人事異動や退職などで ｢直ちに｣生じる後任者の選任や ｢将来｣の後継者となるべき内部昇

進に備えた教育訓練やローテーションの基礎データとなるものである｡流動性の高い労働市

場や転職も辞さないキャリア感などに対するリスク ･マネジメントの手法としても位置付け

ることができよう｡

ローテーションと登用の問題については,現地人社員を三国間派遣社員へ登用する仕組み

が機能していることが挙げられる｡P&G の日本子会社に採用された日本人社員がタイに赴

任しているケ∵スが存在するほか,J&Jも米国でMBAを取得した者を採用して出身地国の

子会社に配属し声上で,ハイポテンシャル ･エソプロイーとして認められた者を三国間派遣

するのを人材登用の基本ルートとして挙げている｡筆者の1989-1990年欧米多国籍企業調査

では海外子会社から親会社への ｢逆出向｣を通した現地人社員登用のケースを具体的に聴取

することができたが18),三国間派遣による地域における経営幹部への登用の仕組みも優秀な

社員の定着とキャリア形成の上で有効に機能しているものと考えられる｡

現地人社員の登用度については,シンガポール対日留学生協会メンバーのヒアリングにお

いても,｢一般的な傾向としてシンガポールの大卒が最も望ましいと考える就職先は政府系

企業であり,次いで米国多国籍企業,英国多国籍企業,オランダ多国籍企業が挙げられる｣
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｢特に米国多国籍企業については差別が少ないというイメージが強く,ドイツおよび日本企

業は現地人社員の登用度が低い点で人気が低い｣という指摘があった｡日本語に対するハン

ディがない日本への留学経験者においても,登用度や昇進スピードの違いなどから就職先と

して日本企業より欧米多国籍企業を選択する傾向がみられる点は,日本企業にとって大きな

問題であろう｡元の親会社が日本企業であるJurongShipyardにおいても,修正型職能等級

制度を採用していてjobdemarcationの問題は生じないものの,昇進が遅いという問題点を

抱えているという報告があった｡

その他の特徴としては,NationalSemiconductorの従業員持ち株制度("GlobalEm-

ployeeStockPurchasePlan"),J&Jのメンター ･プログラムが挙げられる｡NationalSemi-

conductorの従業員持ち株制度は現地人社員も給料天引きで親会社株式を取得できる点で,

J&Jのメンター制度は職務を基礎にした組織 ･人事システムにおいて｢誰が人を育てるのか｣

という問題に対する示唆を含んでいる点で興味深い｡

日本企業では職務分掌規定によって定められる職務は部課単位であって社員一人一人の職

務の境界は明確に定められておらず,人材育成についてもOJTを通じて ｢課が人を育てる｣

と言われるが19),J&Jの事例はジョブ ･ディスクリプションが明確でラインが採用 ･考課 ･

昇進に強い権限を有する欧米企業において,給与や地位に係わる問題については上司が責任

を負い,人材育成についてはメンターが一定の役割を果たすというものである｡日本企業で

も近午,成果主義賃金や裁量労働制の導入などを通して一人一人の果す役割の明確化が求め

られるようになってきたが,役割り明確化が進み ｢課が人を育てる｣仕組みにも変化が生じ

るとすれば,メンター制度はひとつの処方隻として参考になろう｡

第4章 速い昇進と多様なキャリア形成

以上みてきたように,調査結果が示す東南アジア進出欧米多国籍企業の組織構造における

特徴は;製品多角化度の高い企業における事業の統括軸としては製品別事業軸にプライオリ

ティを置き,製品別事業ごとにそれぞれのグローバル市場への最適対応を求める傾向を強め

つつ,合わせて地域統括会社を縮小もしくは分割して,地域における製品事業別の統括機能

強化を進めていくというものであった｡

しかしながら,こうした傾向はグローバリゼーションの進展に伴って既に日本企業におい

ても確認できるものであり20),必ずしも欧米多国籍企業の組織構造に特徴的にみられる

キー ･ファクターとは言えない｡

一方,人事システムについては,欧米多国籍企業において職務給制度が採用され職務グレー

ドが親会社と海外子会社で共通化されている結果,海外子会社採用の現地人社員であっても

グローバルな企業グループ内において自らが果たす役割や位置付けが明確に認識でき,キャ

リア ･プランがイメージし易いという特徴が確認できる｡この職務グレードの共通性のメリ
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ットについては,給与制度として職務給が優れた制度であるか否かという問題とは切り離し

て認識しておく必要があろう｡また,この点,親会社での入社年次別人事管理や年功的運用

の結果,職能給制度を海外子会社に共通的に適用するには至っていない日本企業とは大きな

相違があると考えられる｡

ハイポテンシャル ･エソプロイーの早期発見と選別的な教育訓練 ･ローテーションは欧米

多国籍企業の人事システム上のキー ･ファクターであるが,グローバル企業グループ内にお

ける共通職務グレードを制度的背景として,優秀な現地人社員の三国間派遣もスムーズに行

なわれている｡この結果,現地人社員であってもハイポテンシャル ･エソプロイーの昇進ス

ピードはきわめて速く,キャリア形成の途は多様に確保されているのである｡

現地人社員のキャリア形成,ハイポテンシャル ･エソプロイーの昇進スピードについて,

第 2章でみた P&G (タイ)の日本人エンジニアの事例で図示すれば以下の通りである｡

<欧米多国籍企業におけるキャリア形成>

- P&G日本子会社採用の日本人社員のケース ー

日本の大学 (工学部)辛

入社3年目に3ヶ月の英語研修

1年 2ヶ月の米国本社勤務入社

≠フィリピンでのプロジェクト従事

10年目でタイ赴任

(調査時点の地位-FinanceManager)

ここでは日本での新卒採用後,本社への逆出向,日本子会社への復帰,フィリピンでのプ

ロジェクト業務を経て,入社10年目にはタイへ三国間派遣されて FinanceManagerの地位

に就くという ｢速く,多様な｣キャリア形成が実現している｡10年間のキャリアの中で本社

への逆出向,国際的なプロジェクトへの起用,三国間派遣が実現しており,ハイポテンシャ

ル ･エソプロイーには積極的にチャンスを与えて鍛え,戦力化していく姿勢が現われている

と言えよう｡こうした事例が決して例外ではなく,ハイポテンシャル ･エソプロイーリスト

の作成とその人材育成計画との連動を通して欧米多国籍企業における人事システムの基本と

なっている点は重要である｡

地元有力企業においても昇進スピードの差は存在しており,日本企業において｢遅い昇進｣

｢(全員対象の)階層別教育訓練｣などの日本型人事システムが維持される限り,日本留学

経験者においても就職先として地元有力企業や欧米多国籍企業を指向する傾向が存在するの

も止むを得ない面があると言えよう｡

ブルーカラーについては,欧米企業でも日本のチーム制の生産方式導入が図られており,
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jobdemarcationの問題を生じない柔軟な生産方式と結びついた日本企業の人事労務制度に

も十分に強みがあると考えられるが,ホワイトカラーについては既に日本企業においてさま

ざまな形で人事システムの見直し･改革が図られている21)｡また,日本NCRなど従来 ｢日

本企業とはば同一の人事制度を実施してきた｣タイプの在日外資系企業でも;90年代に入っ

て日本型人事システムを親会社のスタイルに合わせてグローバル型へ修正する動きがみられ

る22)0

ハイポテンシャル ･エソプロイ｢の早期発見と選別的な教育訓練 ･ローテーション,グ

ローバルな職務グレードを制度的背景とした嘩出向と三国間輝達にみられる ｢速い昇進と多

様なキャリア形成｣は欧米多国籍企業の人事システムにおけるキー ･ファクターであり,日

本企業が今後国内外でグループ経営を進めていくにはこうしたファクターについて十分な検

討を行ない,人的資源のグローバルな活用に結び付けていく必要があろう｡

注

1)東南アジア進出日系製造業の経営課題調査については,藤野 (1998a)を参照されたい｡

2)地域統括会社の機能については藤野 (1998a)第7章を,連結業績評価シズテム導入については第5章を参

照されたい｡

3)日本企業の欧州地域統括会社 ･米国地域統括会社の訪問調査結果およびグローバル組織構造に関するスト

ップフォードの所論と地域統括会社の位置付けに関する研究成果については,藤野 (2002C)を参照された

い｡

績評価システム導入に関する実態調査研究｣｡研究成果については,藤野 (2002b)を参照されたい｡

5)海外子会社を含めたグループ企業内でのハイポテンシャル ･エソプロイーの発掘と育成は欧米多国籍企業

の人事システムにおけるキー .ファクターのひとつであると考えられる｡藤野 (1995)pp.105-108,pp.

127-135,石田 (1990)pp.104-106参照｡

6)欧米多国籍企業におけるサクセッション ･プランは一定以上のポジションについて,人事異動などで ｢直

ちに ("Immediately")｣生じる後任者となり得る異動候補者や ｢将来 ("Future"-数年後)｣の後継者となI

るべき内部昇進候補者を選定したリストで,不意の人事異動や退職などに備えると同時に,昇進に向けた教

育訓練やローテーションの基礎データとなるものである.藤野 (1995)pp.108-109,根本孝 (1988)p.104,

梅津祐良 (1979)p･196はか参照｡なお,藤野 (1995)ではこの仕組みについてSubstitutionPlan,BackUp

Plan,KeySuccessionPlanなどの名称を紹介してSubstitutionPlanで代表させたが,本論文ではサ?セッシ

ョン ･プランとした｡

7)1989-90年の調査はGE,IBM,CIBA-GEIGY,Siemensなど欧米多国籍企業11社の本社 ･ブラジル子会社の

訪問調査である｡詳細については藤野 (1995)を参照されたい｡｢有能なら国籍を問わない｣姿勢について

は同書pp.127-135参照

8)石倉 (1997)p･47のはか,｢ABB｣『日経ビジネス』1994年1月24日号,p.13など｡

9)日本経済新聞,1998年7月28日および1998年8月31日付け記事はか｡

10)カントリー ･マネージャーの役割は,政府機関とのコンタクトや広報,労働組合との交渉,資金需給の詞
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整など,その国における企業グループとしての意思決定に係わるものである｡藤野 (1995)pp.86-87参照｡

ll)｢ジョンソン ･エンド･ジョンソン｣『日経ビジネス』1997年4月21日号,鹿瀬光雄 ｢総本社 (持株会社)

棟能と分社 ･分権化経営｣企業研究会 (2000)など.

12)日本在外企業協会 (1999)では1998年の同社訪問調査時には地域別事業部組織を採用していたことが報告

されている｡同報告書p.790

13)職務階層の多さに伴う硬直性を改善するために職務の括りを大きくし (broadbanding),職務グレード数

を削減する欧米企業における職務給制度改革の動きは1990年代以降広く指摘されているところである｡社会

経済生産性本部 (1994)pp.75-79,日経連 (1999)pp.79183参照など｡

14)Bossidyは1994年に FinancialWorld誌から "CEOoftheYear"に選出されたほか,1998年にもCHIEF

EXECUTIVE誌から "ChiefExecutiveoftheYear"に選出されている｡FinancialWorld,March29,1994,

CHIEFEXECUTIVE",No.136,JULY/AUGUST,19980

なお,AlliedSignalは本ヒアリング調査後,1999年秋にハネウェル社 (Honeywelllnc.)と合併している｡

15)日本経済新聞,1999年6月7日はか｡

16)藤野 (2002C)pp.87-880

17)schiitteとINSEADによる地域統括会社調査では,製品別事業のロジックが強いはど地域統括会社の機能

が弱い傾向が認められ 製品別事業ごとに地域統括会社が設けられる事例もあることが指摘されている｡

Sh伽te(1996)pp.17-18ほか｡また LehrerandAsakawa(1999)によれば,米国企業は delayeringの動き

と相侠って,地域統括会社の機能縮小と事業部門への権限委譲の方針を貫いている0

18)藤野 (1995)pp,127-135参照｡

19)桐村 (2000)は ｢課が人を育てる機能｣を ｢課属主義｣と呼んでいる｡同書p.2150

20)日本企業における組織構造の変化,地域統括会社の磯能については,藤野 (1998a),藤野 (2002C)を参

照されたい｡

21)各社の事例については,例えば日経連 (2000)を参照されたい｡

22)日経連 (1999)pp.71-98はか｡
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